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大宝元年（701 年）の「大宝律令」第 27 篇の「関市令」は、主として、通































































































本稿は、「比較商標法」高千穂論叢 46 巻 4 号において、主要な外国の商標法



















（注 2） 第一説は、前編「商標と法Ⅰ」の注 25 を参照、第二説は、前編の注 26・27・
28 を参照。 
（注 3） 第三説は、前編の注 30・31・32・33・34・35 を参照、第四説は、前編の注
36 を参照。 



















（注 8） 前編「商標と法Ⅰ」の 19～20 頁を参照。 
（注 9） 中村仁「新しいタイプの商標と識別性－見える商標での識別性－」（日本弁理
士会中央研究所・研究報告第 29 号「商標の基本問題について－商標の識別性













和 48 年度第 1 号 123 頁以下参照。 


















（注 16） 雨宮慶「ブランドの保護と独占禁止法」（商事法務・ブランドと法）61 頁参照。 
（注 17） 小野昌延「商標法と Goodwill」日本工業所有権法学会年報 31 号 137～152 頁
は、商標法の保護するところは、指定商品と標章の間の goodwill、すなわち指
定商品と標章の間の「一定の関係機能」であるとする。 
（注 18） 拙稿「企業秘密の商法的考察」高千穂論叢 33 巻 3 号 1～20 頁において、企業
秘密との関連において、「ノレン」を取り上げている。 
（注 19） 藤原龍治・商標と商標法（東洋経済新報社・昭和 34 年）の第一章 総説 3～6
頁、同・ネーミングとマーク（通商産業調査会・1976 年）16～17 頁参照。 
（注 20） 商標の起源と発達について、商標研究会編・日本商標大辞典（昭和 34 年）の
第一章 商標の歴史 Ⅰ（磯長昌利）27～63 頁を主として参考にした。その
外に、井野春韶「商標の理論と実際」（丸善・昭和 3 年）1～62 頁、井上一平
「商標詳論」8～110 頁、「日本商標の研究」16～110 頁、網野誠「商標」（有
斐閣・昭和 39 年）5～15 頁、平石尚「商標の戦略」22～26 頁を参照した。 
（注 21） サービスマークについては、拙稿「サービス標の保護」特許管理 34 巻 11 号
（1984 年）1465～1475 頁、同「サービス標の国際的保護」特許管理 36 巻 11
号（1986 年）1363～1372 頁を参照した。役務商標として保護する以前におけ
る問題提起をしたものである。 
 
